
 

「小樽市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例」

の一部改正について 

 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省令第
61 号。以下「基準省令」という。）の一部改正に伴い、本市が当該基準をリン
ク方式で採用している「小樽市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準
を定める条例」（以下「条例」という。）において、今回の基準省令の一部改正
内容を反映させるため、当該条例の一部改正を行う。 

 

 

１ 基準省令の改正内容 

    （厚生労働省令第 65 号。平成 30 年４月 27 日公布、同日施行） 

(1) 代替保育に係る連携施設の確保義務の緩和 

  家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設（保育所、幼

稚園又は認定こども園）の確保が著しく困難であって、一定の要件を満

たすと認める場合には、小規模保育事業Ａ型事業者、小規模保育事業 B

型事業者、事業所内保育事業のいずれかを行う者を確保することをもっ

て、代替保育の提供に係る連携施設を確保することに代えることができ

ることとするもの〔基準省令第６条第２項及び第３項の新設〕 

    

(2) 家庭的保育者の居宅で保育が行われている家庭的保育事業に対する自
園調理に関する規定の適用猶予期間の延長 

  家庭的保育者の居宅で保育を提供している家庭的保育事業者について

は、自園調理により行うために必要な体制を確保するという努力義務を

課しつつ、調理設備及び調理員の確保に関する規定の適用を猶予する経

過措置期間を「５年」から「10 年」（平成 36 年度末まで）に延長できる

こととするもの〔基準省令附則第２条第２項の新設〕  

 
(3) 家庭的保育者の居宅で保育が行われている家庭的保育事業に対する食

事の提供の特例に係る外部搬入施設の拡大 

  家庭的保育者の居宅で保育を提供している家庭的保育事業者について、

保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業者の

うち、家庭的保育事業における給食に係る調理業務を適切に遂行できる

など、市が適当と認めるものからの食事の外部搬入を可能とするもの 

〔基準省令第 16 条第２項第４号の新設〕 

 

 

２ 上記の基準省令改正に伴う本市の一部改正条例の施行期日 

  公布の日 

平成 30 年度第２回小樽市子ども・子育て会議  

資料３ 



 

【基準省令の新旧対照表（改正箇所の抜粋）】 

改正後 改正前 

 （保育所等との連携） 

第６条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 必要に応じて、代替保育（家庭的保育

事業所等の職員の病気、休暇等により保

育を提供することができない場合に、当

該家庭的保育事業者等に代わって提供す

る保育をいう。以下この条において同

じ。）を提供すること。 

 ⑶ （略） 

 （保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保

育事業を行う者（以下「居宅訪問型保育事業

者」という。）を除く。以下この条、第７条

第１項、第１４条第１項及び第２項、第１５

条第１項、第２項及び第５項、第１６条並び

に第１７条第１項から第３項までにおいて

同じ。）は、利用乳幼児に対する保育が適正

かつ確実に行われ、及び、家庭的保育事業者

等による保育の提供の終了後も満３歳以上

の児童に対して必要な教育（教育基本法（平

成１８年法律第１２０号）第６条第１項に規

定する法律に定める学校において行われる

教育をいう。第３号において同じ。）又は保

育が継続的に提供されるよう、次に掲げる事

項（国家戦略特別区域法（平成２５年法律第

１０７号。以下「特区法」という。）第１２

条の４第１項に規定する国家戦略特別区域

小規模保育事業を行う事業者（以下「国家戦

略特別区域小規模保育事業者」という。）に

あっては、第１号及び第２号に掲げる事項）

に係る連携協力を行う保育所、幼稚園又は

認定こども園（以下「連携施設」という。）

を適切に確保しなければならない。ただし、

離島その他の地域であって、連携施設の確保

が著しく困難であると市町村が認めるもの

において家庭的保育事業等（居宅訪問型保育

事業を除く。第１６条第２項第３号において

同じ。）を行う家庭的保育事業者等について

は、この限りでない。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ 必要に応じて、代替保育（家庭的保育

事業所等の職員の病気、休暇等により保

育を提供することができない場合に、当

該家庭的保育事業者等に代わって提供す

る保育をいう。           

 。）を提供すること。 

 ⑶ （略） 
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改正後 改正前 

２ 市町村長は、家庭的保育事業者等による

代替保育の提供に係る連携施設の確保が著

しく困難であると認める場合であって、次

の各号に掲げる要件の全てを満たすと認め

るときは、前項第２号の規定を適用しない

ことができる。 

  ⑴ 家庭的保育事業者等と次項の連携協力

を行う者との間でそれぞれの役割の分担

及び責任の所在が明確化されているこ

と。 

 ⑵ 次項の連携協力を行う者の本来の業務

の遂行に支障が生じないようにするため

の措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において、家庭的保育事業者

等は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める者を第１項第２

号に掲げる事項に係る連携協力を行う者と

して適切に確保しなければならない。 

  ⑴ 当該家庭的保育事業者等が家庭的保育

事業等を行う場合又は事業所（次号にお

いて「事業実施場所」という。）以外の場

所又は事業所において代替保育が提供さ

れる場合 第２７条に規定する小規模保

育事業 A 型若しくは小規模保育事業 B 型

又は事業所内保育事業を行う者（次号に

おいて「小規模保育事業 A 型事業者等」

という。） 

  ⑵ 事業実施場所において代替保育が提供

される場合 事業の規模等を勘案して小  

規模保育事業 A 型事業者等と同等の能力

を有すると市町村が認める者 

 （食事の提供の特例） 

第１６条 （略） 

 

＜新設＞ 

                 
                
                
                
                
        
                
                
                
    

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （食事の提供の特例） 

第１６条 次の各号に掲げる要件を満たす家

庭的保育事業者等は、前条第１項の規定にか

かわらず、当該家庭的保育事業者等の利用乳

幼児に対する食事の提供について、次項に規

定する施設（以下「搬入施設」という。）に

おいて調理し家庭的保育事業所等に搬入す

る方法により行うことができる。この場合に

おいて、当該家庭的保育事業者等は、当該食 

事の提供について当該方法によることとし

てもなお当該家庭的保育事業所等において

行うことが必要な調理のための加熱、保存等

の調理機能を有する設備を備えなければな

らない。 
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改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 搬入施設は、次の各号に掲げるいずれか

の施設とする。 

 ⑴～⑶ （略） 

⑴ 利用乳幼児に対する食事の提供の責任

が当該家庭的保育事業者等にあり、その

管理者が、衛生面、栄養面等業務上必要

な注意を果たし得るような体制及び調理

業務の受託者との契約内容が確保されて

いること。 

⑵ 当該家庭的保育事業所等又はその他の

施設、保健所、市町村等の栄養士により、

献立等について栄養の観点からの指導が

受けられる体制にある等、栄養士による

必要な配慮が行われること。 

⑶ 調理業務の受託者を、当該家庭的保育事

業者等による給食の趣旨を十分に認識

し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切

に遂行できる能力を有する者とするこ

と。 

⑷ 利用乳幼児の年齢及び発達の段階並び

に健康状態に応じた食事の提供や、アレ

ルギー、アトピー等への配慮、必要な栄

養素量の給与等、利用乳幼児の食事の内

容、回数及び時機に適切に応じることが

できること。 

⑸ 食を通じた利用乳幼児の健全育成を図

る観点から、利用乳幼児の発達及び発達

の過程に応じて食に関し配慮すべき事項

を定めた食育に関する計画に基づき食事

を提供するよう努めること。 

２ 搬入施設は、次の各号に掲げるいずれか

の施設とする。 

 ⑴ 連携施設 

 ⑵ 当該家庭的保育事業者等と同一の法人

又は関連法人が運営する小規模保育事業

（法第６条の３第１０項に規定する小規

模保育事業をいう。以下同じ。）若しくは

事業所内保育事業を行う事業所、社会福 

祉施設、医療機関等 

 ⑶ 学校教育法（昭和２９年法律第１６０

号）第３条第２項に規定する義務教育諸

学校又は同法第６条に規定する共同調理

場（家庭的保育事業者等が離島その他の 
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改正後 改正前 

 

 

 

 

 ⑷ 保育所、幼稚園、認定こども園等から

調理業務を受託している事業者のうち、

当該家庭的保育事業者等による給食の趣

旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、

調理業務を適切に遂行できる能力を有す

るとともに、利用乳幼児の年齢及び発達

の段階並びに健康状態に応じた食事の提

供や、アレルギー、アトピー等への配慮、

必要な栄養素量の給与等、乳幼児の食事

の内容、回数及び時機に適切に応じるこ

とができる者として市町村が適当と認め

るもの（家庭的保育事業者が第２２条に

規定する家庭的保育事業を行う場所（第

２３条第２項に規定する家庭的保育者の

居宅に限る。附則第２条第２項において

同じ。）において家庭的保育事業を行う場

合に限る。） 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 （略） 

 （食事の提供の経過措置） 

第２条 この省令の施行の日の前日において

現に存する法第３９条第１項に規定する業

務を目的とする施設若しくは事業を行う者

（次項において「施設等」という。）が、施

行日後に家庭的保育事業等の認可を得た場

合においては、この省令の施行の日から起算

して５年を経過する日までの間は、第１５

条、第２２条第４号（調理設備に係る部分に

限る。）、第２３条第１項本文（調理員に係る

部分に限る。）、第２８条第１号（調理設備に 

係る部分に限る。）（第３２条及び第４８条に

おいて準用する場合を含む。）及び第４号（調

理設備に係る部分に限る。）（第３２条及び第

４８条において準用する場合を含む。）、第２

９条第１項本文（調理員に係る部分に限 

地域であって、第１号及び第２号に掲げ

る搬入施設の確保が著しく困難であると

市町村が認めるものにおいて家庭的保育

事業等を行う場合に限る。） 

＜新設＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 （略） 

 （食事の提供の経過措置） 

第２条 この省令の施行の日の前日において

現に存する法第３９条第１項に規定する業

務を目的とする施設若しくは事業を行う者 

                 が、施

行日後に家庭的保育事業等の認可を得た場

合においては、この省令の施行の日から起算

して５年を経過する日までの間は、第１５

条、第２２条第４号（調理設備に係る部分に

限る。）、第２３条第１項本文（調理員に係る

部分に限る。）、第２８条第１号（調理設備に

係る部分に限る。）（第３２条及び第４８条 

において準用する場合を含む。）及び第４号

（調理設備に係る部分に限る。）（第３２条及

び第４８条において準用する場合を含む。）、

第２９条第１項本文（調理員に係る部分に限 
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平成３０年４月２７日公布、同日施行 

改正後 改正前 

る。）、第３１条第１項本文（調理員に係る部

分に限る。）、第３３条第１号（調理設備に係

る部分に限る。）及び第４号（調理設備に係

る部分に限る。）、第３４条第１号（調理室に

係る部分に限る。）及び第５号（調理室に係

る部分に限る。）、第４４条第１項本文（調理

員に係る部分に限る。）並びに第４７条第１

項本文（調理員に係る業務に限る。）の規定

は、適用しないことができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日後に家

庭的保育事業（第２２条に規定する家庭的保

育事業を行う場所において実施されるもの

に限る。）の許可を得た施設等については、

この省令の施行の日から起算して１０年を

経過する日までの間は、第１５条、第２２条

第４号（調理設備に係る部分に限る。）及び

第２３条第１項本文（調理員に係る部分に限

る。）の規定は、適用しないことができる。

この場合において、当該施設等は、第１条第

２項に規定する利用乳幼児への食事の提供

を同項に規定する家庭的保育事業所等内で

調理する方法（第１０条の規定により、当該

家庭的保育事業所等の調理設備又は調理室

を兼ねている他の社会福祉施設等の調理施

設において調理する方法を含む。）により行

うために必要な体制を確保するよう努めな

ければならない。 

る。）、第３１条第１項本文（調理員に係る部

分に限る。）、第３３条第１号（調理設備に係

る部分に限る。）及び第４号（調理設備に係

る部分に限る。）、第３４条第１号（調理室に

係る部分に限る。）及び第５号（調理室に係

る部分に限る。）、第４４条第１項本文（調理

員に係る部分に限る。）並びに第４７条第１

項本文（調理員に係る業務に限る。）の規定

は、適用しないことができる。 

＜新設＞ 
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【条例の新旧対照表（改正箇所の抜粋）】 

 

 

改  正  後 改  正  前 

最近改正 平成29年３月24日条例第12号 

 

   附 則 

 （基準省令等の内容現在） 

３ この条例において適用する基準省令及

びその一部を改正する省令の附則の規定

は、                 

    家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準の一部を改正する省令（平成

３０年厚生労働省令第６５号。以下「一部

改正省令」という。）による改正後の基準

省令及び一部改正省令の公布の日以前に公

布された基準省令の一部を改正する省令の

附則の規定とする。 

制 定 平成26年９月25日条例第27号 

 

   附 則 

 （基準省令等の内容現在） 

３ この条例において適用する基準省令及

びその一部を改正する省令の附則の規定

は、児童福祉施設の設備及び運営に関する

基準及び家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準の一部を改正する省令（平成

２８年厚生労働省令第２３号。以下「一部

改正省令」という。）による改正後の基準

省令及び一部改正省令の公布の日以前に公

布された基準省令の一部を改正する省令の

附則の規定とする。 

 


